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第２章 研究内容報告 

 

1．インバータ電源大量導入時におけるインバータ力率の設定法の提案 

 

(1) 研究概要 

近年、導入が進む太陽光発電や風力発電では一般に電流制御形インバータが使用されるため、電

圧維持能力の観点では同期発電機を用いた火力発電などの在来型電源より劣る。また、これらの電

源は電力システム末端部に接続されることが多いため、これらが大量に連系された電力系統では電

圧変動や電圧安定性など電圧に係わる技術課題の生じることが懸念される。このためにインバータ

の力率制御は広く用いられてきたが、適切な力率については明らかとなっていない点が多い。 

電流制御形インバータ電源の大量導入時に生じる電圧変動を抑えるためのインバータ電源の力

率設定方法として、背後インピーダンスの R/X 比に応じた適切なインバータ力率を決定する手法を

提案した。すなわちインバータ端電圧の最大値が目標とした値となるように背後インピーダンスの

R/X 比に応じた適切なインバータ力率を選定し、その力率により定力率運転を行えば、インバータ

出力に変動があってもインバータ電圧を安定に維持できることを示した。 

また、この場合、背後インピーダンスの R/X 比が違っても、インバータ端の皮相電力－電圧曲線

は同一となることも明らかとした。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3）主な使用機器 

・備品登録名：ノートパソコン, 資産番号：42000705 

 

                  

2．短絡容量比から見たインバータ電源の導入限界の物理的意味の解明 

 

(1) 研究概要 

近年、導入が進む太陽光発電や風力発電では一般に電流制御形インバータが使用されるため、電

圧維持能力の観点では同期発電機を用いた火力発電などの在来型電源より劣る。このため、これら

が大量に連系された電力系統では電圧変動や電圧安定性など電圧に係わる技術課題の生じること

が懸念され、その評価指標として短絡容量比 SCR（Short-Circuit Ratio）が用いられる場合が多い。 

電圧変動が顕在化する指標として SCR としては 1.5～3.0 程度が一つの目安とされているが、その

値は経験則の色彩が濃く、その物理的意味については明らかとされていない。 

本研究では、一機無限大母線系統モデルでの SCR について、皮相電力－電圧特性を用いればそ
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の物理的意味が明確になることを示し、皮相電力を用いて定義した SCR に対して電圧安定性の観

点での下限を明らかとした。力率一定制御のインバータの SCR は 2 以上である必要がある。 

また、インバータ力率を可変制御する場合、SCR の下限値は力率一定制御のインバータよりも小

さくなるものの、SCR は約 1 以上でなければならないことを明らかとした。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000705 
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3．電力系統の経済負荷配分制御の特性改善応答の可能性評価 

 

(1) 研究概要 

地球温暖化問題の対策として、太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー（再エネ）が増

加している。再エネ電源の出力は変動が著しく正確な予測が困難なため、 電力システムの需給バ

ランス維持が難しくなる恐れがある。このため、電力システムの需給制御システムのうち、変動周

期十数分以上の変動を対象とする経済負荷配分制御（EDC：Economic load Dispatching Control）の重

要性が増している。これまでの解析によれば、EDC では変動周期数十分の変動が卓越し、これば需

給制御の性能を低下させることが分かっている。 

本研究では、電気学会が開発した「需給・周波数シミュレーションモデル（AGC30）」をもとに、

汽力発電の簡略化モデルを組込んだ簡易 AGC30 モデルを作成した。このモデルを用いて汽力発電

モデルに含まれるレートリミッタと EDC の制御対象である周期が数十分程度の需給インバランス

の関係について検討を行った。 

そして、需給制御の 1 つである経済負荷配分制御（EDC）について、特に需給インバランスを周

波数成分に分けて分析した際に EDC の制御領域の変動が顕著に見られる原因について分析した。

その結果、汽力発電のレートリミッタは、需給制御でしばしば見られる数十分周期の需給変動に大

きな影響を及ぼすことが明らかことを明らかとした。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000841 

 

 

4．Virtual Oscillator Control インバータのパラメータ設定に関する一検討 

 

(1) 研究概要 

近年、風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーによる発電の需要が高まっている中、こ

れらはインバータを介して系統に接続されている。従来のインバータ電源は電流制御であるため系

統に連系される従来のインバータ電源が増加し、同期発電機が減少すると、電圧維持能力の低下、

慣性の減少などにより系統が不安定になる恐れがある。Grid-Forming インバータはこのような電力

系統の変化に対応できるインバータの方式として注目されている。 

本研究では、Grid-Forming インバータに一種である Virtual Oscillator Control(VOC)インバータ（以

下 VOC）を対象とした。VOC は比較的簡単な回路で構成されるが、そのパラメータの適切な設定

方法は明らかとされていない。 
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本研究では電力系統に連系された VOC を対象として、連系リアクタンスが変化した場合におけ

る特性変化について検討した。VOC のパラメータのうち、静電容量 C とリアクタンス L が特に重

要であり、これらを変化させると連系リアクタンスが変化した場合に VOC 電圧の大きさが大幅に

変化することが分かった。ただし静電容量 C が小さくなると連系リアクタンスが変化しても VOC

電圧の大きさがほぼ一定値に保たれる。すなわち、C、L の値を調整することで、連系リアクタン

スが変化した場合に対する VOC 電圧の感度を調整できることが分かった。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000477 

  

 

 5．LLC コンバータ用高周波変圧器に関する研究 

 

(1) 研究概要 

  近年、電源システムの小型化や高効率化が求められている。LLC 共振コンバータ（以下 LLC と

記す）は高周波変圧器を用いて出力電圧を変化させる。LLC は、電流共振とソフトスイッチングを

両立して高効率と低ノイズを両立させている。電流共振周波数を高めることで高周波トランスを小

型化することができ、結果的にシステム全体を小型化できる。さらに LLC は、ソフトスイッチング

技術によって損失を低減することで高効率を実現できる上に、電圧・電流の急激な変化が生じず低

ノイズを実現できる。これまでに、高周波変圧器のインダクタンスは駆動周波数の変化によって変

化し、それに伴って共振周波数・共振点も変化し、結果的に LLC の出力電圧が変動することが明

らかになっている。 

LLC の出力電圧は電流共振を用いた周波数制御であり、周波数を変化させることによって出力電

圧を変化させる。そのため、入力電圧 E の大きさについては注目されてこなかった。しかし、入力

電圧 E が変化することによって励磁インダクタンス Lm にかかる電圧が変化し、高周波トランス

のヒステリシスループの形状が変化して高周波トランスのインダクタンスが変化する。その結果、

共振周波数 fo や出力電圧 Vo に影響が及ぶと考えられる。その他の高周波トランスのインダクタ

ンスを変化させる要因には、巻線の種類（ポリウレタン線、リッツ線）、巻線の巻き方、それにコ

アのギャップ長がある。これらの要因が LLC の出力電圧を変化させる。 

そこで高周波トランスを製作して LLC の実験回路を構成する。入力電圧 E を変化させて励磁イ

ンダクタンス Lm にかかる電圧を変化させ、高周波トランスのインダクタンスが変化することを明

らかにする。高周波トランスの巻線には前述のポリウレタン線、リッツ線の 2 つを使用して出力電

圧特性を比較する。巻線の巻き方の違いによる出力電圧の周波数特性の変化を明らかにする。さら

に、入力電圧を低電圧一定として駆動周波数を変化させ、高周波トランスの巻線の巻き方とギャッ

プ長を変更し、高周波変圧器の漏れインダクタンス Lr と励磁インダクタンス Lm の比率が変化し、

LLC の出力電圧も変化することを明らかにする。 
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(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：絶縁モジュール，資産番号 42300230 

・固定資産登録品名：スコープコーダ，資産番号 42300198 

 

 

6．直流システムにおけるアーク故障の検出技術に関する研究 

 

(1) 研究概要 

近年、電気設備機器や電気関係の配線などを原因とした火災、すなわち電気火災が増加している。

特に、太陽光発電システムなどの直流電路における事故が問題視されている。これは、交流では周

期的に電流零点が存在するため、たとえアークが発生したとしても自然に消滅する可能性が高いが、

直流では、電流零点が存在しないため自然に消滅しがたいためである。直流給電システムなどの直

流利用が増加している状況において、電気を安全安心に利用するためには、アーク放電の発生を検

出する技術が必要不可欠である。直流電路においてアーク放電が発生すると、電路に比較的高い周

波数の電流成分が重畳することが知られている。しかしながら、回路上に接続されているインバー

タなどのスイッチング機器から発生するノイズの影響により、検出が難しいという報告もある。 

そこで、本研究では、直流電路において発生するアーク放電の検出を目指して、直流電路におけ

る電流信号の測定をすることによって直流電路におけるアーク放電の検出可否について検討した。 

まず初めに、直流電路を形成する電源の違いによって回路に重畳するノイズがどの程度変化するの

かについて実験的検討を実施した。その結果、スイッチング電源から発生するノイズが最も大きく、

次に交流を整流平滑した電源、最も小さいのが太陽光発電パネル電源であることがわかった。また、

太陽光パネル電源にパワーコンディショナを接続した場合においては、パワーコンディショナのス

イッチングノイズが重畳していることが確認できた。 

 次に、電路上でアーク放電を発生させた場合に、どのような信号が重畳するのかについて検討を

実施した。この実験においては、再現性を確保するために、電圧と電流値を常に同様の条件になる

ようにした。具体的には、太陽光発電装置は日射量に応じて出力が変化するのでこれに適さない。

そのため、発生するノイズが比較的小さいスイッチング電源を利用して実験を実施した。その結果、

直流電路において、直列故障アークが発生した場合には、アーク放電未発生時と比較して、大きな

ノイズが発生していることがわかった。また、アークに由来するノイズ（アークノイズ）は、その

発生する周波数に特徴を持ち、特定の周波数帯域においては、他の周波数領域と比較して大きなノ
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イズを有していることがわかった。また、アーク放電故障が発生する距離に応じて、特にメガヘル

ツ以上の高周波の領域では、ノイズの大きさが変化することが確認できた。 

 上記検討によって、直流電路でアーク放電が発生した場合には、電路上にノイズが重畳すること

を確認できた。そして、そのノイズ大きさの周波数依存性やノイズの大きさのアーク発生距離依存

性について、知見を得ることができた。これらの成果によって、アークが発生した場合に、それを

検知する装置の開発を実施することができた。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：プログラマブル直流電源 VP600-2.5R-3, 資産番号：42300507 

・固定資産登録品名：模擬配電系統設備 PV ジェネレータ，資産番号：41201423 

・固定資産登録品名：パワーコンディショナ評価システム，資産番号：41801216 

・固定資産登録品名：大容量電源・電子負荷装置，資産番号：40700444 
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7. カーボンニュートラルに向けたエネルギー貯蔵材料の開発 

 

(1) 研究概要 

黒鉛や活性炭をはじめとする炭素材料は、電気エネルギー貯蔵デバイスであるリチウムイオン電

池の負極材料や、電気二重層キャパシタの電極材料に用いられている。しかしこれらの炭素材料の

合成には、高温を必要とする炭化反応や、化学薬品あるいはガスを用いた賦活処理が必要であり、

膨大なエネルギーを必要とする。近年、電子デバイスの高性能化に伴い、炭素材料を他の元素や分

子と複合化することで、電気エネルギー貯蔵デバイスの高エネルギー密度化や高パワー密度化、長

寿命化などの高性能化における取り組みがなされている。この複合化には、膨大なエネルギーを費

やして得られた炭素材料を用いて、数段階に及ぶ合成反応が必要となる。一般的には合成反応には

有機溶媒を使用し、反応後には有機溶媒の除去と試料の乾燥、さらには精製操作も伴う。したがっ

て環境負荷と二酸化炭素の排出を低減するため、石油由来製品の代わりにバイオマス材料を利用し、

消費エネルギーを軽減した合成と複合化手法の発展が必要である。 

 本年度の研究では、賦活操作を必要とせず、バイオマス原料を用いた多孔質炭素の合成に取り組

んだ。この手法では、エビや蟹などの甲殻類の主成分のであるキチンを原料に使用し、キチンを窒

素ガス雰囲気下で加熱するだけの操作により、多孔質炭素の合成に取り組んだ。また、様々な分析

手法を用いることで、キチンから多孔質炭素が得られるメカニズムを解明した。さらに、得られた

多孔質炭素が、実用的な電気二重層キャパシタの電極材料として利用できることを明らかにした。 

 一方で、電気二重層キャパシタの高性能化を目指し、市販の活性炭を用いた複合化手法に取り組

んだ。この複合化は、我々がこれまでに取り組んできた複合化手法である、有機溶媒を一切使用し

ない気相吸着法を用いて行った。活性炭を用いた気相吸着法では、活性炭の飽和吸着量を超えない

限り、複合化する有機化合物の全てを活性炭の細孔内部に複合化することができる。したがって有

機溶媒が不要であるのみならず、用いる材料の全てを無駄なく利用でき、さらに試料の精製や乾燥

操作も不要である。吸着した有機化合物がアントラセンやペリレンの場合、これらの有機化合物が

吸着した活性炭を電極として使用する前に、電解液中で電圧を印加するだけで有機化合物を酸化さ

せることができる。本来は、これらの有機化合物の酸化にはバナジウム触媒などの遷移金属触媒が

必要である。しかし吸着した有機化合物は導電性の高い炭素表面と高表面積で接触しているため、

触媒を用いることなく酸化反応を進行させることができる。その結果、これらの有機化合物は可逆

的に酸化還元反応を行うレドックス化合物に変化し、この酸化還元反応を利用してより多くの電気

エネルギーを急速に充放電できることを見出した。 
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(2) 研究内容報告   
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8.  北陸地方の N 風力発電施設における雷注意報発令時の風車運用に関する研究 

 

(1) 研究概要 

日本海沿岸地域は風が強く安定して吹くため、風力発電施設の設置場所に適している。しかし、

冬季雷の多発地域であり、風車への雷被害が問題となっている。落雷によるブレード損傷時、損傷

が拡大しないようにすること、及び他への被害波及防止のため落雷時および落雷の危険性のあると

きは風車の停止が必要である。しかしながら、悪天候時に停止し、適切な運転を行わないと発電す

ることできない。そこで、本研究では、日本海沿岸地域にある N 風力発電施設を対象として、同風

力発電施設 2022 年から 2023 年までの 2 年間の落雷観測結果を基に、ブレード破損による二次被害

を防止するために風車への落雷を予測し、雷注意報発令時の車停止および運転再開の適切な運用に

関する研究を実施した。 

N 風力発電施設は新潟県にある風力発電施設であり、標高 6m のポケットビーチ付近に位置し、

タワーの高さは 50m、レードの長さは 20.4m である。ここではビデオカメラによる光学観測とロゴ

スキーコイルを用いた雷電流観測を実施した。 

雷雲内の電荷分離は今までの研究より-10℃層を中心とする高度層で活発に行われることが報告

されている。また、Michimoto(1993)は-10℃高度を指標にした放電活動の基準を (1) -10℃高度が

1.4km 以下のとき自然雷は発生せず、(2) 1.4km～1.8km のとき放電活動は弱いか無発雷、(3)1.8km 以

上のとき放電活動が活発になるとの報告がある。そのため、本研究では-10℃高度に着目した。N 風

力発電施設と同様に北陸の日本海沿岸にある U 風力発電所(石川県)で実施している 2004 年～2022

年の観測結果より-10℃高度と風車への落雷数の関係は、-10℃高度が 1201m から 1600m のときに
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風車への落雷が多く、相関係数は -0.97 と強い負の相関が得られた。そこで、 -10℃高度と

Michimoto(1993)の放電活動の基準を用いて風車停止条件を-10℃高度が 1.2km～1.6kmのときは完全

停止、1.6km 以上のときは LIDEN(気象庁の落雷位置標定システム)を用いた条件停止と定め、N 風

力発電施設での雷注意報発令時の風車運用について検討を行った。その結果、落雷時に風車を停止

できた割合は 75％であった。そして、発電量は風車を停止しない場合を 100％とすると風車停止条

件を用いて停止させた場合は 74.4％であり、減少率は 25.6％であり、発電量の減少を約 1/4 に抑え

られる結果となった。雷注意報発令時により適切な運転・停止の運用をするために、他の気象要因

などを加えての検討、停止基準の見直しを行う予定である。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号 42300459 

 

 

9.  北陸地方の J 風力発電施設における落雷電流観測に関する研究 

 

(1) 研究概要 

今日地球環境問題より風力発電が注目され、導入量は年々増加している。我が国では、風況の良

い日本海沿岸に多く風車が設置されている。一方、日本海沿岸地域は冬季雷の多発地域であり、落

雷による風車の被害が多く発生している。そのため、風力発電運用においては適切な雷保護対策を

風車に施す必要がある。雷保護の観点から風車への落雷状況を把握するために J 風力発電施設で

2011 年～2020 年の 10 年間に観測した落雷電流について検討した。 

 この J風力発電施設は海岸に近い標高 90mの丘陵地に設置されている。J風力発電施設において、

2011 年～2020 年までの 10 年間に合計 69 例の落雷電流を観測記録した。そのうち 67 例は、12 月

から 3 月までの 4 ヶ月に記録できた。その他の 2 例の落雷電流は、11 月と 5 月にそれぞれ 1 例ず

つ記録している。 

 観測した落雷電流波形の最大電流値の累積頻度 50%値は 4.54kA となった。また、観測期間中に

記録した最大の電流値は 50.76kA であった。 

 電気量の累積頻度 50%値は 43.56C であった。最大の電気量は 353.21C であった。 

J 風力発電施設での落雷電流観測より、電流値はそれほど大きくないが電気量が大きい落雷が多

い状況が確認できた。これは、冬季雷の特徴である継続時間の長い雷が多く、このことが関係して

いると考える。電流値の観測結果より、累積頻度 50%の 4.54kA 以上の電流値の落雷数を月別に調

査した。その結果，12 月が一番多く、その後徐々に減少している傾向が判明した。また、大きな電
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流値の落雷観測数も 12 月が一番多く、その後は減少していた。そして、いずれの月においても大

きな電流値の落雷は月別落雷観測数の 50%程度であった。次に、電気量の累積頻度 50%の 43.56C

以上の落雷観測数を月別に調査した。その結果，月別の全落雷観測数と異なり大きな電気量の落雷

観測数は 1 月が一番多く、12 月は 3 番目に多いという結果になった。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号 42300459 

 

 

10．都市緑地における温熱環境と利用者の季節的行動特性に関する研究 2 

   ～愛知県名古屋市都心部ヒサヤオオドオリパークを対象として～ 

 

(1) 研究概要 

 近年、都市緑地公園は多様な機能が期待されている。例えば、災害時の避難場所として都市の安

全性を向上させる防災性向上機能、子育て世帯から高齢者にわたる健康増進・レクリエーション機

能、環境教育機能、コミュニティ形成機能、生物多様性の回復機能などがある。この機能を十分発

揮させるためには、都市を生活空間とする利用者の要望を捉え、管理者による適切な維持管理、運

営が必要である。 

本研究では、今後、マンション建設とともに人口増加が予想される名古屋市都心部の都市居住環

境の充実に向けて、中区及び東区にまたがる緑地空間であるヒサヤオオドオリパークの利用に関す
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る情報提供を行うことを目的として、維持管理・運営を担うヒサヤオオドオリパークデザインセン

ターによる調査協力の元、ヒサヤオオドオリパーク利用者の利用行動を観察調査し、利用実態を明

らかにする。 

ヒサヤオオドオリパークは久屋大通駅・栄の 2 本の地下鉄駅が通るセントラルパーク地上にある

全長 1.8km、ZONE１～４からなる商業施設一体型の公園である。本調査ではヒサヤオオドオリパ

ーク内でも緑地を有する ZONE1、ZONE3 を調査対象地とした。 

ZONE1 はパーク内最大の芝生面積を持ち、ZONE3 はテレビ塔北側に位置し、駅直結の地下街から

の出入り口があるため、ZONE によって利用方法に違いがあることが予想された。  

ヒサヤオオドオリパーク利用者行動観察調査実施結果として、次の３点を明らかにすることがで

きた。 

・運動や散歩は ZONE3 に比べて、マンションの多いエリアに近い ZONE1a,1b に多い。 

・イベントを開催すると賑わうもののテントや来場者でスペースが限られ、1b では散歩や遊び、休

憩利用に影響が出ていた。 

・レジャーシートを持ち込み、芝生でくつろぐ家族や単独の人々の休憩、運動、遊び利用が多いこ

とから、日陰を増やすために木陰をつくるなど、今以上に必要性はないと考える。 

 

(2) 研究内容報告 
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11．電力系統における制動インピーダンスの一機無限大母線系統モデルでの検討 

 

(1) 研究概要 

近年、地球温暖化をはじめとする環境問題に対する取り組みにおいて、再生可能エネルギーは改

めて重要視されており、自然エネルギー起源の分散型電源が増加している。しかし、分散型電源が

広域かつ大量に連系された電力系統において、系統の外乱により分散型電源が一斉に解列した場合、

電圧変動、周波数変動が発生し、配電線に接続されている他需要家への電力品質の低下を引き起こ

すおそれがある。電力系統においては、系統の安定性および電力品質の維持がより強く求められて

いる。特にインバータを用いている機器が増加する状況の中で、系統の安定性については重要視さ

れつつある。 

本研究では、電力系統における過渡安定度を向上させるため、発電所に併設された制動抵抗に着

目して、系統故障時における発電機動揺に用いることを提案し、シミュレーションにて制動抵抗の

効果について確認した。 
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具体的には、電気学会標準系統である一機無限大母線モデルの発電機の出力端に制動抵抗を接続

し、三相地絡故障を発生させ、このときの発電機位相同様について評価を行った。 

この検討においては、制動抵抗単体、さらにリアクトルと制動抵抗の併用時を導入したモデルにお

いて比較検討を行った。 

その結果、制動抵抗を投入することにより故障発生から系統が安定するまでの収束が早いことが

確認できた。さらに、リアクトルを制動抵抗に直列接続することで過渡安定度はより向上する事が

確認できた。これは、リアクトルを接続することにより端子電圧の低下が抑制され、制動抵抗にか

かる電圧が維持し消費電力が増加したからと考える。 

これより制動抵抗単体より他の素子と併用することで安定度の向上が期待できると考えている。 

 本研究では、リアクトルを導入することにより、系統安定度向上と電力品質の維持ができること

について報告している。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：デスクトップパソコン，資産番号：41901281 
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12．ナッジによる省エネ行動誘発効果に関する一検討 

 

(1) 研究概要 

近年、エネルギー事情は日々変化している。特にゼロカーボン社会の実現に向けて、国内外で再

生可能エネルギーが注目され日々研究開発が進められている。しかし、再生可能エネルギーを用い

た分散型電源の発電量は天候などに左右されやすく不安定であり、集中型電源による需給調整や火

力発電所の調整などに加えて、需要家側における電力需要の調整が必要とされている。需要家側の

電力に関しては、Energy Management System(EMS)を用いたシステム開発なども重要視されている。 

そこで、電力需要の制御のためにピークカットやピークシフト、ボトムアップなどの取り組みが

期待されている。ピークカットとは、最も使用電力の多いピーク時の電力利用を調整することで使

用電力を削減すること、ピークシフトとは、電力使用量が多い昼間の電力使用量を夜間など電力使

用量の少ない時間帯に移動させること、ボトムアップとは、電力需要の少ない深夜に電力を有効利

用することである。 

本研究では、このなかでもピークカットを取り上げ、その手段として電力の無駄を省き制御を行

う、デマンドレスポンスに着眼点をおいた。デマンドレスポンスの実施には、需要家における電力

消費の特性を正確に把握する必要がある。近年、ピークカットやデマンドレスポンスに関する研究

には多くの報告がなされている。しかし、実際にエネルギー消費するのは種々のエネルギー消費機

器であり、それを操作するのは人であるのに対して、機器のエネルギー消費やその操作レベルにま

で分解して需要を論ずる研究はこれまでに報告が少ない。 

そこで、本研究では近年、行動変容方策として注目されるナッジに着目し、行動経済学に基づい

た需要家の消費エネルギー削減のための有用なナッジを見つけ、省エネルギー行動の誘発を行うこ

とを目的としている。 

本研究では、家庭や事務所などにおいてエネルギー消費が大きいと思われる空調機器を対象とし

て、ナッジによる行動誘発効果について基礎的検討を行った。筆者らはこれまでにも空調機器を対

象として研究を行っている。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ，資産番号：41500441 

・固定資産登録品名：WEB サーバ搭載広域分散型・遠隔計測システム，資産番号：4500444 

 

 

13.  小形風力発電のみでの小規模マイクログリッドにおける運用可能性に関する検討 

 

(1) 研究概要 

近年、脱炭素化に向けた取り組みが加速してきている。それに伴い、再生可能エネルギーの普及

が進められているが、発電された電力の効率的な利用が必要不可欠となっている。そこで、マイク

ログリッドやスマートグリッドを導入することにより、再生可能エネルギーの効率的な利活用が期

待できる。 

本検討では、マイクログリッドにおける電力供給に関して小形風力発電機を主軸とした際におけ

る検討を行った。小規模マイクログリッドのモデルとしては、南極に設置された昭和基地を想定し

試算を行った。特に昭和基地に注目した理由としては、イギリスの南極観測基地でありハリー基地

は、小形風力発電機のみで電力供給を実施しているため、比較的近くに設置されている昭和基地に

おいても、再生可能エネルギーだけで電力供給を実施できる可能性について検討するためである。 

対象とした昭和基地では、現在、電力の地産地消を実施しており、主な発電方法はディーゼルエン

ジン発電、太陽光発電、風力発電の三種類の電源にて実施している。本検討では、再生可能エネル

ギー発電として、昭和基地では比較的風況がよいため、極夜の期間においても発電ができることか

ら風力発電機を主軸として試算を行った。さらに、平均風速が高いためカットアウトのない仕様及

び設置環境における設備の維持管理の観点から小形風力発電機として、SD グリーンエナジー社の

6kW 級発電装置を用いている。昭和基地における実測の電力量データ期間は、2016 年 2 月から 2017

年 1 月のものを用いて試算を行った。 

本検討では、昭和基地における電力供給を風力発電機のみにより給電を行った際の検討を行った。 

この結果、風力発電機のみによる給電では 83 基設置する必要があることがわかり、非常に広大な

設置面積が必要となる。このため、蓄電装置の導入し、風力発電と協調して運用していくことが必

要不可欠であることが分かった。 
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(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ，資産番号：41901281 

 

 

14．一般家電機器の直流給電対応の可能性検討に関する一考 

 

(1) 研究概要 

2021 年 6 月 18 日に内閣府より発表された「成長戦略実行計画」において述べられているように、

脱炭素化の実現を目指すには、再生可能エネルギーは中心的な役割を果たすものとされており、今

後最大限導入する必要がある。一方、再エネ設備のコスト低減や発電効率向上もあり、負荷・需要

家にも再エネの導入が進んできている。 

この再生可能エネルギーによる発電装置に注目すると、太陽光発電、水素を利用した燃料電池な

どの発電装置においては発電出力が直流である。そこで直流電力を効率的に利活用するためには、

発電から負荷までの交直変換による損失を最小化し使用することが必要不可欠である。 

直流給配電のメリットとして、周波数による系統連系、電圧・電流による位相差が発生しないこと

から、無効電力を必要としない点があげられる。 

さらに省エネルギー対策の一つとして注目されており、電力損失を減少させるため、 直流給電

による住宅やデータセンターなどの需要施設での検討や事例が報告されている。 

そこで、我々も 2005 年から交流／直流(AC/DC)ハイブリッド型マイクログリッドについて提案

し、多面的な実証実験を数多く行ってきた。特に、直流給配電については、学内に直流配電線を敷

設し、直流機器を導入した工場を模擬した直流スマートファクトリについても検討している。この 
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電力を消費する一般家電機器や設備については、交流（AC 100V や 200V）を入力するものの、内

部で直流に変換し、再度交流を供給するインバータや LED、また蓄電池の充電など直流のまま消費

するタイプの機器も増えてきている。 

この再エネの大量導入に加えて、省エネ・電力変換ロスの低減を可能とする負荷機器の直流利用

は、将来のエネルギー利用の観点で重要な検討事項の一つになり得る。特に直流送配電や直流給電

を適用する場合、技術的な課題として挙げられる事項は、遮断、アーク、過電圧、絶縁、感電防止、

接地、電蝕などであり、多くの報告がある。 

本論文では、直流給電を構成する際の直流負荷機器の内部に接続されたコンデンサの初期充電時

に生ずるインラッシュ電流に注目し、直流の電力品質が機器に与える影響とその対策の一案につい

て、検討したので報告する。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：交流電源装置，資産番号：41201270 

・固定資産登録品名：スコープコーダ，資産番号：42001087 

・固定資産登録品名：クランプオンプローブ 3274，資産番号：42000608 

・固定資産登録品名：液晶テレビ，資産番号：41201019 

・固定資産登録品名：電源品質アナライザ，資産番号：41100996 

 

 

15．再生可能エネルギーを利用したソーラーカーポートの実証試験 

 

(1) 研究概要 

再生可能エネルギーの利活用に注目した政策および指針が企画および計画されている。特に持続

可能な開発目標(SDGs)においては、7 番目の目標(SDG7)「すべての人々が安価かつ信頼できる持続

可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する」ことが掲げられている。SDG7 は誰でもエネル

ギーを身近に安全に安定的に使用できることが求められている。日本政府は、環境に配慮したエネ

ルギーに関する政策「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を 2021 年に宣言し

た。この内容は、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量の削減やゼロエミッション車両

(ZEV)の開発および導入をすすめることである。これらの観点から再生可能エネルギーを有効的に

利活用し、環境に配慮したエネルギーの使用方法が求められている。このような状況の中、再生可

能エネルギーを利用したシステム例は数多く研究・調査・開発が進められている。これまでにマイ

クログリッド、直流給電システムの研究開発を当センターは実施してきた。 

本研究では、SDG7 とカーボンニュートラルに注目し再生可能エネルギーのみを利用したソーラ

ーカーポートモデルを提案し、電気自動車を主な負荷とした自立運用に関する実証試験を行った。

その結果、提案するソーラーカーポートモデルにおいて、電気自動車のエネルギー使用量とシステ

ムの運用方法を確認することができた。さらに、ガソリン車から電気自動車へ移行した場合におけ

る二酸化炭素排出削減量も試算した。 

本研究では、再生可能エネルギーを太陽光発電として、この発電電力のみで電気自動車を運用す

るソーラーカーポートを構築した。太陽光発電のみを利用した自立運用システムを構築し、 電気

自動車を運用するソーラーカーポートである。太陽光発電装置、PCS(Power Conditioner System)、変
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圧器、電気自動車充電装置、LED 照明（夜間）、蓄電池から構成される。太陽光発電装置は PCS へ

と電力を送り、PCS は蓄電池の充放電管理を行う。電気自動車と LED 照明は変圧器を通して PCS

より給電される。 

本研究の実証試験では、ソーラーカーポートを稼働することで二酸化炭素排出削減効果が見込め

た。二酸化炭素削減効果は、ガソリン自動車の二酸化炭素の排出量 120.0 kg-CO2 と、55.7 kWh を

使用する電気自動車の二酸化炭素排出量は 25.0 kg-CO2 となった。このことから本論文においてガ

ソリン自動車を電気自動車へ変えることで最大 79.2％の二酸化炭素の排出量削減効果が見込める

結果となった。今後は、提案するソーラーカーポートの最適化を目指し長期的な実証を実施する。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：スコープコーダ, 資産番号：41000724 

・固定資産登録品名：クランプオンプローブ 3274，資産番号：42001089 

 

 

16．変圧器タップ切り替えによる小形風力発電機の運用手法の研究 

 

(1) 研究概要 

近年、マイクログリッドの構築及び再生可能エネルギーの活用が注目されている。マイクログリ

ッドは、エネルギーの地産地消を可能としており効率的に発電した電力を活用することができる。

マイクログリッドは災害時にでも自立運転が可能であり、小規模な電力系統であれば停電時にも電

力供給が可能である。小形風力発電機は、幅広いパワーバンドで運用することができれば高効率な

運用が可能となる。特に風況環境が良い場所に設置された小形風力発電機は、高回転域に達し、回

転数を抑制するための制動抵抗器を使用し、そこでエネルギーを消費してしまうことは非常に大き
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な損失である。そこで本研究では、高回転域においても制動抵抗器でエネルギー消費をさせるので

はなく小形風力発電機を効率的に運用できるシステムの研究を行った。 

風力発電は風のエネルギーを電気エネルギーに変えるために用いられている発電方式である。風力

発電機は発電量を増加させるため、MW 級の大型風力発電機の導入が進められてきた。しかしなが

ら、大型であるが故に設置場所の条件が非常に厳しく、コストも非常に大きくなる。小形風力発電

機は、電力消費地の近くで設置も容易であり、大型風力発電機より低い風速でも発電が可能である。

小形風力発電機は、整流器を通してパワーコンディショナ(PCS: Power conditioning system)に入力し

系統や負荷に給電している。整流器には制動抵抗が並列に接続されている。制動抵抗器は小形風力

発電機に設置される。風況環境が良い場所に設置された小形風力発電機は、高回転域に達しやすく

発電出力が増加した際に、過電圧が発生するのを防止するため、回転数を抑制することを目的とし

て設置されている。制動抵抗器にはホーロ抵抗等が使用させることが多いため、電気エネルギーを

消費してしまう。小形風力発電機を高効率で用いるために、パワーバンドを幅広く活用して発電を

行っても、発電出力が制動抵抗器で消費されてしまう。 

整流器には直流電圧上昇制御機能として、整流器の出力電圧が上限電圧達すると制動抵抗器へ電

流が通電されるようになっている。制動抵抗器の通電解除は設定した下限電圧で解除される。整流

器の出力電圧が上限電圧に達した時点で制動抵抗器に通電しており、それ以上の電圧上昇の抑制が

できている。これにより過電圧となることを防いでいるが、制動抵抗において電力を消費している

ため効率的な小形風力発電機の運用ができていない。 

本研究では、制動抵抗の動作を防ぐ手法として変圧器タップの切り替え手法を提案した。変圧器

タップ切り替え手法とは、小形風力発電機の回転数が高回転域に達して、制動抵抗に電力が給電さ

れるのを防ぐため、変圧器おけるタップの切り替えにより電圧を降圧させる。その結果、小形風力

発電機が高回転域に達した際の制動抵抗器への通電を避けることができ損失とならずに系統や負

荷へ給電することが可能となる。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：風力発電システム用パワーコンディショナー, 資産番号：417013464 

・固定資産登録品名：スコープコーダ，資産番号：42001087 

・固定資産登録品名：クランプオンプローブ 3274，資産番号：42000608 

・固定資産登録品名：電源品質アナライザ，資産番号：41100960 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




